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論文内容の要旨

　本論文は，南海トラフ沿いで起こる巨大地震

について，（1）M9 クラスの南海トラフ巨大地

震と，（2）安政東海・安政南海地震のような

M8 クラスの 2 つの地震が時間差で発生するケ

ースを想定し，それぞれの地震が起こった場合

の国内の原油処理能力の推移を検討した．国内

の原油処理能力は，前者（1）のケースでは，強

震動生成域 4 ケースと津波ケース 5 パターンの

組み合わせ全 20 ケースについて原油処理能力の

推移を推定した．そして，南海トラフ巨大地震

が各月 1 日に発生した場合の原油処理能力不足

量を推計した．その結果，中長期的には津波ケ

ース④（四国沖に大すべり域＋超大すべり域）

が発生した場合が最悪であると想定された．こ

の結果は，国の被災想定で 32 万人が亡くなると

された地震津波ケースとはまったく別の地震津

波ケースであった．

　後者（2）では，広域東海地震（東海・東南

海地震）と南海地震が時間差で発生するもので，

この時間差を変化させることで原油処理能力の

推移がどのように変化するのか推定した．広域

東海地震発生日を各月 1 日とし，南海地震発生

日は広域東海地震発生当日，発生 15 日目，同

30 日目，同 60 日目，以降 30 日刻みで 990 日目

までのケースの組み合わせ全 420 ケースを推定

した．そして，被災後の原油処理能力が平常時

の原油処理量に対して不足する日数（原油処理

能力不足日数）と被災後の原油処理能力が推計

期間中で最後に平常時の原油処理量を下回った

日（原油処理能力不足最終日）を調べた．その

結果，原油処理能力不足日数は，南海地震発生

から 360～390 日目を境に傾向が異なることが分

かった．また，原油処理能力最終不足日に関し

ては，南海地震発生日が同じケースの中では，

原油処理能力最終不足日が最も遅く訪れるケー

スは必ず推計期間の最終日であることが明らか

になった．

　さらに，本論文では，南海トラフ沿いの巨大

地震が時間差で連発するケースにおける時間差

の長さは南海トラフの東側の地震のマグニチュ

ードで決まるという仮説を設定した．その仮説

に基づいて，広域東海地震のマグニチュードご

との時間差を推定したうえで時間差に応じた原

油処理能力不足日数と原油処理能力最終不足日

を算出した．この結果は，南海トラフに沿って

どのようなパターンで複数の地震が起こること

が未解明な現在，発生直後にここで示した方法

によって，最終不足日が算出できることを明ら

かにしており，実際上，貴重な情報を提供でき

ることがわかった．

論文審査結果の要旨

　本研究は，東日本大震災が発生して，初めて

可能となった学術研究である．この震災では，

東北地方太平洋沿岸にある複数の製油所の石油
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精製施設が被災し，原油処理能力が低下して，

特に被災地でガソリンや軽油の不足を生じ，各

種災害対応業務に大きくかつ，長期にわたる支

障をもたらすことになった．そして，この震災

がきっかけとなって，南海トラフ巨大地震の発

生可能性が学術的に検討された結果，その全貌

が明らかになってきた．その結果，想定される

人的被害と社会経済被害は，優に東日本大震災

の 10 倍以上に達し，有効な対策をせずにこの地

震を迎えると，それがきっかけとなって，わが

国が衰亡する危険性があることが明らかになっ

てきた．

　そのような背景で，南海トラフ巨大地震によ

るわが国の石油精製能力低下がどのような需給

支障をもたらすのかを検討し，有効な対策を実

施することが喫緊の課題となっている．とくに

問題となるのは，南海トラフ巨大地震が発生す

ると，余りにも被災地域が広域にわたるために，

東日本大震災と同じように，被災していない地

域の製油所が被災地の不足分も供給するという

単純な方法が適用困難になるからである．この

理由は，日本国内の製油所の多くが，南海トラ

フ巨大地震によって被災する地域に立地してい

るからである．しかも，国内の石油精製施設が

多数被災すると，単なる燃料の供給支障だけで

は済まない大きな問題となる．製油所では石油

化学工業の基礎にあたる物質エチレンの製造に

必要なナフサも製造しており，ナフサの供給が

途絶えると，石油化学製品の多くが製造できな

くなるからである．そして，様々な産業分野で

プラスティックスなどの原材料や資材が入手で

きず，わが国の産業そのものが大きなダメージ

を受けてしまう恐れがある．

　本研究は，東日本大震災で得ることができた

製油所の被災情報を用いて，南海トラフ巨大地

震が様々なパターンで発生した場合に，原油処

理能力がどの程度低下するのかを明らかにした．

また，本研究によってどのくらいの期間，平常

時の処理量を処理できなくなるのかを推計する

ことも可能となった．こうした点で，本学位請

求論文は，南海トラフ巨大地震時の石油精製能

力低下にともなう需給支障に関する独創的な研

究成果を上げているといえる．

　よって，本論文は博士論文として価値あるも

のと認める．


